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１ 趣旨 

本市が指定する指定居宅介護支援事業者（介護予防支援事業者含む。）及び指定居宅介護支

援事業者（介護予防支援事業者含む。）であった者若しくは当該指定に係る事業所の従業者で

あった者（以下「指定居宅介護支援事業者等」という。）に対する指導・監査について、介護

保険法（平成９年法律第１２３号）、水俣市指定地域密着型サービス事業者等指導監査要綱（平

成２５年告示第１３号。以下「市指導監査要綱」という。）に定めるもののほか、計画的、効

果的に実施するために必要な事項を定めるものとする。 

 

２ 指導の方針 

指定居宅介護支援事業者等の指導は、「利用者の自立支援に資する居宅介護支援が提供され 

されているか、適正な保険給付、指定基準が遵守されているか、個人情報の保護に関して適切 

な措置を講じているか。」等の項目について重点をおいて実施する。 

また、重大な法令違反、介護報酬の不正請求、不適切な介護サービス提供の疑いがある場合 

には、介護保険制度の信頼維持及び利用者保護の観点から、速やかに監査の実施及び県への通 

報等を行うものとする。 

 

３ 指導の対象サービス及び実施方法 

 

（１） 集団指導・・・すべての指定居宅介護支援事業者が対象 

集団指導は、適正な居宅介護支援を提供するための事業者に対する必要な情報伝達を行う 

場と位置付け、特に遵守すべき介護保険関係法令や居宅介護支援の取扱い、介護報酬請求 

  に関する事項等【介護報酬算定の加算・減算等】の周知徹底及び過去に行った運営指導（実

地指導）等の改善を指導した項目の確認等に重点をおいて、実施するものとする。 

 

（２） 運営指導（実地指導）・・・一部の指定居宅介護支援事業者が対象 

運営指導（実地指導）は、新規（更新）指定事業所及び苦情や通報があり、指導が必要と

される事業所に対して、原則行うものとし、その他の事業所は必要に応じて行うものとする。 

   

４ 運営指導（実地指導）の重点事項等 

運営指導（実地指導）に当たっては、介護サービスの実施状況指導、運営体制指導及び報酬

請求指導に主眼を置いて行うものとする。 

介護サービスの実施状況指導及び運営体制指導として、一連のケアマネジメントプロセスが

取られているか等の確認を行い、報酬請求指導としては、各種加算等について算定条件に基づ

いた運営及び請求がされているかの確認を行うものとし、指導の重点事項等を次のとおり定め

て実施する。 

 

（１)  基本方針及び基本取扱方針等に基づく居宅介護支援の提供 

① 利用者の自立支援 

② サービスの総合的、効率的な提供 

 ③ 利用者本位の公正中立な運営 

④ 苦情、事故、虐待、身体的拘束等があった場合の適切な対応 

 ⑤ 勤務体制の確保、業務継続計画の策定等、感染症の予防及びまん延防止のための措置、虐

待の防止 

 

 



（２） 介護報酬の適正な算定 

① 基準要件に適合した適正な加算又は減算の算定 

 ② 給付適正化のための帳票の活用 

 

５ 監査 

監査は、人員及び運営に関する基準違反の疑いがある場合などに、市指導監査要綱に定める

ところにより実施する。 

（１）  監査実施の判断基準等 

① 内部告発、利用者及びその家族などから情報提供を受けて、指定基準違反、不適正な運営 

又は不正な介護報酬の請求であると認められる場合又はその疑いがあると認められる場合 

② 運営指導（実地指導）中に、著しい運営基準違反が確認され、利用者の生命又は身体の安

全に危険がある場合や、著しく不正な介護報酬の請求が認められる場合。 

③ 複数の市町村から指定を受けていて、合同監査が必要と認められる場合 

④ その他特に監査が必要と認められる場合 

 

６ 本年度の運営指導（実地指導）の対象事業所及び月次計画 

 

No. 事業所名 法人名 選定理由 実施月 

1 ケアアシスト 
有限会社 ケアアシ

スト 

平成３０年度権限移譲後未実施

のため 
Ｒ８.９ 

2 えーる 
合同会社 居宅介護

支援事業所 えーる 

令和３年度新規開設後未実施の

ため 
Ｒ８.１２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



運営指導（実地指導）における指摘・助言等事項（県の社会福祉法人指導監査による指摘事項を含む。） 

＜今後も継続していただきたい点＞ 

・各種書類等の整理が行き届いており、前回指摘事項等を法人内で共有し運営に活かしている。 

・入居者一人一人の状況を全職員で把握し共有できるよう工夫されている。 

 

○全サービス共通 

・担当者会議（多職種によるケア会議）は、ケアプランの新規作成時だけでなく、ケアプランの

見直し（更新認定、変更認定）時も開催してもらいたい。 

・サービス担当者会議の記録がないものがある。 

・（居宅／施設）サービス計画書の交付日が確認できないものや同意の署名がないものがある。 

・説明を行った日付や説明を行った担当者名の記載がないものがある。 

・（居宅／施設）介護支援の経過の記載がないものがある。 

・個人情報の使用に関する同意については、サービス担当者会議等で家族の情報を用いる場合も

あるので、代理欄とは別に、家族代表の署名欄を設ける方がいい。 

・苦情の申立先（受付機関）については、受付可能な日時（曜日、時間等）も記載し、事業所を

介さずに外部機関に直接、苦情の申し立てができるようになっている必要がある。 

・事業所として定期的に実施が必要な各種委員会、研修及び訓練については、開催の日時や場所、

議事録、研修内容、出欠状況、従業者への周知状況等を後日確認できるように記録を残してもら

いたい。同一法人内の複数事業所で合同開催した場合も同様。 

・事業所内に掲示されている重要事項説明書や制度案内等が最新の内容になっていない。 

・事業所における虐待の防止のための指針が整備されていない。（虐待防止措置未実施減算適用） 

 

○一部サービス 

・感染症及び非常災害に係る業務継続計画を作成していない。 

・非常災害対策マニュアルを整備していない。 

・避難訓練及び消火訓練が適切に実施されていない。 

・利用者によっては居宅を訪問した記録が残っていない月がある。 

・居宅サービス計画との整合性等の確認のため、各サービス担当者に個別サービス計画を求めて

いただきたい。 

・福祉用具の選択制に関する利用者への説明等を行ったことがわかるように、その記録を残して

もらいたい。 

・居宅サービス計画との整合性等の確認のため、各サービス担当者に個別サービス計画を求めて

いただきたい。 

・居宅サービス事業者等との連絡調整に関する記録、個々の利用者毎の居宅介護支援台帳（ケア

プラン、アセスメント結果の記録、担会等の記録、モニタリング結果の記録）等に不備がある。 

 

○報酬算定について 

・サービス提供体制強化加算に係る算定要件確認表などを作成していない。 

・加算や減算の要件の確認不足により、請求誤りの事例がある。 

 


